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植
木
団
地
の
明
け
渡
し
の
裁
判

市
の
全
面
勝
訴
で
終
了

植
木
団
地
跡
地
に
つ
い
て

常
任
委
員
会　
福
祉
企
業
委
員
会
（
副
委
員
長
）

特
別
委
員
会　
史
跡
整
備
・
活
用
等
特
別
委
員
会

社
会
福
祉
審
議
会　
高
齢
者
福
祉
専
門
分
科
会

５
月
臨
時
議
会
で

き
よ
た
純
子
の
所
属
委
員
会
が
決
ま
り
ま
し
た

　
植
木
団
地（
川
添
１
丁
目
）は
同
和
事
業
と
し
て
、

富
田
園
芸
協
同
組
合
に
対
し
、
土
地
を
無
料
で
貸
す

な
ど
優
遇
し
て
き
ま
し
た
。
２
０
０
２
年
の
同
和
事

業
の
根
拠
と
な
る
法
律
の
終
了
後
も
植
木
剪
定
ゴ
ミ

の
処
理
費
の
軽
減
な
ど
優
遇
し
て
い
る
と
し
、
日
本

共
産
党
市
会
議
員
団
は
優
遇
を
や
め
、
植
木
団
地
を

見
直
す
こ
と
を
長
年
、
求
め
て
き
ま
し
た
。
富
田
園

芸
協
同
組
合
へ
の
使
用
許
可
は
、
２
０
１
４
年
11
月

末
で
終
了
し
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
、
組
合
側
は
使
用
許
可
終
了
に
不
服
と
し

て
裁
判
を
提
訴
。
市
も
土
地
建
物
の
明
け
渡
し
を
求

め
、裁
判
が
続
い
て
い
ま
し
た
。
一
審
、二
審
で
は
、

市
側
が
求
め
て
い
た
土
地
建
物
明
渡
や
損
害
賠
償
請

求
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
し
た
。
相
手
側
は
、
そ
れ
を

不
服
と
し
、最
高
裁
判
所
に
上
告
し
て
い
ま
し
た
が
、

今
年
４
月
に
上
告
が
棄
却
さ
れ
、
市
の
全
面
勝
訴
が

確
定
し
ま
し
た
。

市長に
2019年度6月補正予算へ要望
　高槻市では、昨年の自然災害の爪痕がまだ残されており、被災者支援、復旧へ
の対応が必要です。そういう中、10 月から消費税が増税されようとしています。
実質賃金が下がり、年金も実際には減っています。今年に入って景気も悪くなっ
ています。消費税は、収入の少ない人ほど負担が重く、くらしと景気はいっそう
悪化します。高槻市に、災害からの復旧、被災者支援と暮らしを応援することを
求め、６月補正予算について要望しました。

○昨年の台風21号による倒木被害の全容を梶原、成合、萩谷も含め把握すること。
○盛土により造成した宅地の危険箇所を把握し、住民の安全確保の取り組みを推
進すること。その際、住民に負担が生じないようにすること。
○災害による一部損壊住宅への支援金の限度額を引き上げること。
○樫田地域の河川に流れ込む可能性がある倒木について、大阪府と協力して対策
をとること。

○国民健康保険料の減免制度を継続すること。来年度は
一般会計からの繰り入れで保険料を値下げをすること。
○国民健康保険料滞納者への納付相談は丁寧に行い、年
金の差し押さえは止めること。
○子どもの均等割りについては減免を検討すること。

○保育所での長期休職の代替えを、アルバイトでなく
正規職員の保育士で対応すること。そのために正規
職員の保育士を全体で増やすこと。
○子どもの医療費助成の対象年齢を 18 才に引き上げ
るとともに、就学前までは、１回５００円ではなく
無料にすること。

災害からの復旧のために

国民健康保険制度について 子育て支援の充実のために

　
高
槻
市
は
２
０
１
４
年
に
植
木
団
地
の
使
用
許
可

終
了
が
決
ま
っ
た
当
初
、
川
添
公
園
の
再
整
備
と
と

も
に
、「
植
木
団
地
の
跡
地
へ
の
中
消
防
署
富
田
分

署
移
転
、
雨
水
貯
留
施
設
の
設
置
に
向
け
た
検
討
」

な
ど
を
打
ち
出
し
て
い
ま
し
た
。

　
再
整
備
の
際
に
は
、
住
民
の
声
を
聞
い
て
、
地
域

に
親
し
ま
れ
る
公
園
に
し
て
い
け
る
よ
う
求
め
て
い

き
た
い
と
思
い
ま
す
。

（５月16日）
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被
災
住
宅
用
地
に
対
す
る

固
定
資
産
税
の
特
例
に
つ
い
て

災
害
復
旧
が
困
難
な
状
況
も

さ
ら
な
る
被
災
者
支
援
の
充
実
を

解
体
家
屋
の
処
分
費
用
（
一
部
損
壊
除
く
）
へ
の
補
助
制
度

お知らせ
　
昨
年
６
月
に
発
生
し
た

地
震
と
９
月
の
台
風
21
号

に
よ
り
、
今
も
家
の
修
理

が
で
き
ず
、
ブ
ル
ー
シ
ー

ト
が
か
か
っ
て
い
る
住
宅

　
住
宅
を
解
体
す
る
と
土

地
の
固
定
資
産
税
が
上

が
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

　
し
か
し
、
地
震
、
台
風

な
ど
の
災
害
に
よ
り
住
宅

を
解
体
し
、
更
地
と
な
っ

た
土
地
に
つ
い
て
は
（
自

己
都
合
の
建
て
替
え
は
認

め
な
い
）
一
定
の
要
件
を

満
た
す
場
合
、
固
定
資
産

税
が
軽
減
さ
れ
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。
軽
減
期
間
は

被
災
年
度
の
翌
年
と
翌
々

年
度
で
す
。
昨
年
の
災
害

の
場
合
は
、
２
０
１
９
年

度
と
２
０
２
０
年
度
分
が

適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。
こ
の
適
用
を
受
け

る
に
は
、
申
告
書
及
び
、

り
災
証
明
の
提
出
が
必
要

で
す
。

認
定
で
き
る
場
合
の
例

・
が
れ
き
等
の
処
理
で
物

理
的
に
建
替
え
で
き
な

い
。

・
権
利
関
係
の
調
整
に
時

間
が
か
か
る
。

・
復
旧
工
事
用
の
資
材

置
き
場
と
し
て
当
該
土

地
を
提
供
し
て
い
る
た

め
、
建
替
え
で
き
な
い
。

・
経
済
的
事
情
に
よ
り
、

住
宅
再
建
ま
で
時
間
が

か
か
る
。

認
定
で
き
な
い
場
合
の
例

・
す
で
に
当
該
土
地
に
つ

い
て
事
業
用
家
屋
の
建

築
確
認
の
申
請
を
し
て

い
る
。

・
住
宅
用
地
を
他
に
既
に

確
保
し
て
お
り
、
当
該

土
地
を
住
宅
用
地
と
し

て
使
用
し
な
い
こ
と
が

明
ら
か
で
あ
る
。（
住

宅
の
建
替
え
が
前
提
で

あ
り
、
土
地
の
売
却
目

的
で
は
認
め
な
い
）

問
い
合
わ
せ
先　
資
産
税

課
（
市
役
所
総
合
セ
ン

タ
ー
１
階
）

☎
：
６
７
４-

７
１
４
２

が
多
く
あ
り
ま
す
。ま
た
、

住
宅
が
解
体
さ
れ
、
空
き

地
に
な
っ
て
い
る
と
こ
ろ

も
目
立
っ
て
き
ま
し
た
。

「
家
を
建
て
直
す
お
金
が

な
い
」
と
、
住
み
慣
れ
た

家
を
手
放
す
人
、
地
域
に

よ
っ
て
は
「
家
が
売
れ
な

い
」
と
の
声
も
あ
り
、
さ

ま
ざ
ま
な
問
題
が
起
こ
っ

て
い
ま
す
。
市
長
へ
の
予

算
要
望
で
も
一
部
損
壊
住

宅
へ
の
支
援
金
の
限
度
額

引
き
上
げ
な
ど
災
害
対
策

に
つ
い
て
提
案
を
し
て
い

ま
す
。
今
後
と
も
震
災
対

策
の
強
化
を
求
め
て
い
き

た
い
と
思
い
ま
す
。

　
市
は
環
境
省
の
補
助
制

度
を
利
用
し
、
解
体
家
屋

の
処
分
費
用
を
補
助
す
る

制
度
を
３
月
か
ら
実
施
し

て
い
ま
す
。
現
在
、
申
請

件
数
は
約
20
件
で
す
。

　
補
助
対
象
は
、
①
昨
年

の
地
震
や
台
風
21
号
に
よ

り
、
被
災
し
た
家
屋
②
全

壊
、
大
規
模
半
壊
、
半
壊

の
「
り
災
証
明
」
を
交
付

さ
れ
て
い
る
こ
と
③
家
屋

の
解
体
を
終
了
し
て
い
る

こ
と
等
で
す
。

　
申
請
期
限
は
、
12
月
27

日
ま
で
。
そ
の
た
め
、
申

請
期
限
ま
で
に
解
体
を
終

え
申
請
を
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先　
資
源
循

環
推
進
課（
料
金
チ
ー
ム
）

☎
：
６
６
９-

５
３
８
６

受
付
場
所
：
市
役
所
本
館

７
階

　「一部損壊」住宅修理支援金は、昨年の大阪府北部地
震および台風第 21 号によって、住宅に「一部損壊」以
上の被害を受け、その修繕費用に 30 万円以上を要した
人に、経費の一部を支援する制度です。６月 28 日㈮ま
でに事前申し込みをすれば、来年３月 31 日㈫まで申請
が可能になります。

問い合わせ先　
危機管理室一部損壊等住宅支援窓口（市役所本館７階）
☎：６７４-７３２０


